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令和４年度末責任準備金の算定について（１）
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令和４年度末責任準備金の算定について（２）
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計 じん肺 せき損 その他 計 1－3級 4－7級

４年度 354 129 69 156 1,578 564 1,014

３年度 325 96 76 153 1,794 631 1,163

差 29 - - - △216 - -

計 じん肺 せき損 その他 計 1－3級 4－7級

４年度 3,977 1,244 1,413 1,320 80,345 17,256 63,089

３年度 4,284 1,440 1,469 1,375 82,452 17,565 64,887

差 △307 - - - △2,107 - -

計 じん肺 せき損 その他 計 1－3級 4－7級

４年度 558 443 538 694 169 258 145

３年度 560 456 543 695 169 260 145

差 △2 - - - △0 - -

（注）表示上の数値の差と、差の欄に記載した数値は、端数処理の関係で必ずしも一致しない。

平均年金額
傷病(補償）年金 障害（補償）年金 遺族（補償）

年金

△2 △2 7

特別遺族
年金(石綿)

188 191 244

186 188 251

△5,122 △2,762 54

３　平均年金額

199,859 112,245 878

194,737 109,483 932

△330 △221 78

２　年度末現在受給者数

年度末
受給者数

傷病(補償）年金 障害（補償）年金 遺族（補償）
年金

特別遺族
年金(石綿)

4,571 2,432 20

4,241 2,211 98

１　新規受給者数

新規受給者数
傷病(補償）年金 障害（補償）年金 遺族（補償）

年金
特別遺族
年金(石綿)

（単位：万円）

（単位：人）

（単位：人）



責任準備金の変動の要因分解について
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責任準備金の要因分解について

責任準備金

各年度平均
年金受給者数

当年度末
受給者数

残存表
（経過年数別残存数）

平均年金額
現価

平均年金額

現在
平均年金額

賃金上昇率

予定運用利回り

（注） 各要素が増加または上昇したときに、責任準備金が増加するものに「＋」の符号を付け、
各要素が減少または低下したときに、責任準備金が増加するものに「－」の符号を付けている。
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（参考）責任準備金の算定方法について
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ｎ

１．賃金上昇率の設定について
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年金スライド率について
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賃金上昇率に関する参考資料（１）

※ 年金スライド平均改定率は、表章した年度の８月以降に適用される。
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○労災年金スライド平均改定率の推移 及び きまって支給する給与の推移（調査産業計、事業所規模５人以上）

年度
年金スライド
平均改定率
（％）

きまって支給
する給与
（円）

前年度比
（％）

（参考）

消費者物価
指数（総合）
前年度比
（％）

平成26年度 -0.04 262,325 0.0 2.9

平成27年度 0.51 260,800 0.4 0.2

平成28年度 0.47 261,345 0.2 -0.1

平成29年度 0.21 262,873 0.6 0.7

平成30年度 0.58 264,241 0.5 0.7

令和元年度 0.52 264,423 0.1 0.5

令和２年度 0.07 262,286 -0.8 -0.2

令和３年度 -0.81 264,471 0.8 0.1

令和４年度 0.83 267,938 1.3 3.2

令和５年度 1.31 － － －

※年金スライド平均改定率は、表章した年度の８月以降に適用される。
※当該改定率は、前々年度から前年度にかけてのきまって支給する給与の
※増減に基づき計算されるため、左表の改定率と前年度比との間では１年
※のずれが発生している。

年月
きまって支給
する給与
（円）

前年
同月比
（％）

（参考）
消費者物価
指数（総合）
前年同月比
（％）

令和４年８月 266,004 1.6 3.0

令和４年９月 267,896 1.8 3.0

令和４年10月 268,796 1.5 3.7

令和４年11月 269,215 1.8 3.8

令和４年12月 268,844 1.6 4.0

令和５年１月 265,874 0.9 4.3

令和５年２月 266,160 0.9 3.3

令和５年３月 268,979 0.5 3.2

令和５年４月 272,918 0.8 3.5

令和５年５月 270,132 1.6 3.2

令和５年６月 271,968 1.4 3.3

令和５年７月 271,540 1.3 3.3

令和５年８月（速報） 270,082 1.6 3.2

賃金上昇率に関する参考資料（２）

（資料出所） 厚生労働省「毎月勤労統計」、総務省「消費者物価指数」
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賃金上昇率に関する参考資料（３）

○2023 春季生活闘争まとめ（日本労働組合総連合会）より抜粋
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賃金上昇率に関する参考資料（４）
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賃金上昇率に関する参考資料（５）
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賃金上昇率に関する参考資料（６）
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○中長期の経済財政に関する試算（令和５年７月25日 経済財政諮問会議提出）より抜粋

経済状況の見込みに関する参考資料
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ｎ－１

２．運用利回りの設定について
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預託金利の推移（平成13年４月～令和５年10月）

積立金運用利回りに関する参考資料
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３．残存表の改定について

•

•

•

•
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労災保険財政懇談会の概要（論点と主な意見）※令和５年１月13日開催

○ 将来の賃金上昇率を予測することは非常に困難であるが、昨今の情勢から、賃金上昇率の設定は上
げることが妥当。内閣府の「中長期の経済財政に関する試算」による経済見通しなどを材料に設定するこ
とが考えられる。

○ 公的年金の財政モデルは100年を想定したものであるが、労災保険における責任準備金は、現在年金
を受給している方々のみを対象としており、足元から10年程度の経済を想定することが重要。

○ 賃金上昇率と運用利回りがパラメータとして設定されるところ、過去の傾向をみると運用利回りが賃金
上昇率より高いということが一般的であるが、2019年の公的年金の財政検証では足元10年で賃金上昇率
の方が高い傾向もみられ、しばらくは賃金上昇率の方が高くなり責任準備金の水準が上がることも考えら
れる。

○ 積立金の水準と単年度の給付規模を考えると、社会情勢の変化が直ちに財政上の問題になるもので
はないが、責任準備金の算定に用いる基礎率については、社会情勢を捉えながら、少しずつ実態に合わ
せていくということが良い。
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